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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第72期

第１四半期
連結累計期間

第73期
第１四半期
連結累計期間

第72期

会計期間
自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日

自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日

自 平成26年４月１日
至 平成27年３月31日

売上高 (千円) 16,199,250 20,496,308 116,106,118

経常利益 (千円) 571,490 1,589,792 9,581,385

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 358,577 954,491 6,533,862

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 834,432 2,073,011 8,795,773

純資産額 (千円) 49,177,268 57,591,671 57,137,604

総資産額 (千円) 80,030,792 95,434,470 101,961,629

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 10.08 26.93 183.83

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 60.4 59.3 55.1
 

(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

しておりません。

 ２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

 ３ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 ４　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連

結累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としており

ます。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

 

 (1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間の業績につきましては、受注高は、官庁・民間一般からの受注が増加し、微増ながら

も前年同期を更に上回る実績となりました。また、売上高は、首都直下地震対策関連工事をはじめとする各種繰越

工事が順調に進捗したことにより、前年同期比4,297百万円増加し20,496百万円となりました。

利益につきましては、上記売上高の増加とともに、全社をあげて継続的に取り組んでいる不採算工事の徹底排

除、原価管理の強化、種々のコストダウン努力の結果、売上総利益は2,949百万円（前年同期比990百万円増加）、

営業利益は1,459百万円（前年同期比1,034百万円増加）、経常利益は1,589百万円（前年同期比1,018百万円増

加）、親会社株主に帰属する四半期純利益は954百万円（前年同期比595百万円増加）となりました。

セグメントの業績は、次のとおりです。なお、セグメントの売上高につきましては、外部顧客への売上高を記載

しております。

（土木事業）

受注高は16,362百万円（前年同期比19.6％増）、売上高は13,644百万円（前年同期比37.9％増）となりました。

売上高のうち工事進行基準による計上額は9,945百万円であり、次期繰越高は56,594百万円となりました。

セグメント利益は1,074百万円となりました。

（建築事業）

受注高は5,698百万円（前年同期比31.5％減）、売上高は5,352百万円（前年同期比21.6％増）となりました。

売上高のうち工事進行基準による計上額は4,299百万円であり、次期繰越高は21,791百万円となりました。

セグメント利益は257百万円となりました。

（その他）

売上高は1,499百万円で、その主なものは鉄道関連製品の製造及び販売収入であります。

セグメント利益は123百万円となりました。

 
 (2) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業上及び財務上の対処すべき

課題についての重要な変更はありません。

 

 (3) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間における研究開発費の総額は７百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 138,900,000

計 138,900,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年８月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 36,100,000 36,100,000
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数は100株であります。

計 36,100,000 36,100,000 ― ―
 

 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成27年６月30日 － 36,100,000 － 2,810,000 － 2,264,004

 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

 

EDINET提出書類

東鉄工業株式会社(E00112)

四半期報告書

 4/16



 

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「発行済株式」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成27年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 
① 【発行済株式】

   平成27年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)

 
(自己保有株式)
普通株式

571,200
 
(相互保有株式)
普通株式

1,000
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

35,505,500
355,055 ―

単元未満株式
普通株式

22,300
― 一単元（100株）未満の株式

発行済株式総数 36,100,000 ― ―

総株主の議決権 ― 355,055 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権20個)含ま

れております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式15株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

    平成27年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東鉄工業株式会社

東京都新宿区信濃町34番地
ＪＲ信濃町ビル４階

571,200 ― 571,200 1.58

(相互保有株式)
株式会社全溶

東京都練馬区東大泉２丁目
11番６号

1,000 ― 1,000 0.00

計 ― 572,200 ― 572,200 1.59
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金預金 18,706,564 29,673,515

  受取手形・完成工事未収入金等 56,427,213 34,348,061

  未成工事支出金等 2,256,601 5,862,171

  繰延税金資産 914,602 503,815

  その他 3,040,979 2,955,058

  貸倒引当金 △16,405 △6,680

  流動資産合計 81,329,554 73,335,942

 固定資産   

  有形固定資産 6,518,388 6,418,296

  無形固定資産 221,338 208,905

  投資その他の資産   

   投資有価証券 13,482,103 15,063,214

   その他 2,382,990 2,380,057

   貸倒引当金 △1,972,745 △1,971,945

   投資その他の資産合計 13,892,347 15,471,326

  固定資産合計 20,632,074 22,098,528

 資産合計 101,961,629 95,434,470
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 30,871,626 25,500,289

  未払法人税等 1,655,788 80,331

  未成工事受入金 503,677 869,965

  完成工事補償引当金 95,100 81,400

  賞与引当金 1,644,737 761,758

  工事損失引当金 101,719 83,082

  その他 6,189,745 6,288,717

  流動負債合計 41,062,395 33,665,544

 固定負債   

  繰延税金負債 2,089,310 2,608,872

  債務保証損失引当金 327,315 327,315

  退職給付に係る負債 601,256 525,659

  その他 743,746 715,408

  固定負債合計 3,761,629 4,177,254

 負債合計 44,824,025 37,842,799

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,810,000 2,810,000

  資本剰余金 2,350,634 2,351,216

  利益剰余金 46,827,222 46,712,622

  自己株式 △353,538 △902,724

  株主資本合計 51,634,318 50,971,115

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 4,574,333 5,641,201

  退職給付に係る調整累計額 2,375 17,378

  その他の包括利益累計額合計 4,576,709 5,658,580

 非支配株主持分 926,577 961,976

 純資産合計 57,137,604 57,591,671

負債純資産合計 101,961,629 95,434,470
 

 

 

 

 

 

 

 

EDINET提出書類

東鉄工業株式会社(E00112)

四半期報告書

 8/16



(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

売上高   

 完成工事高 14,295,882 18,996,417

 付帯事業売上高 1,903,368 1,499,891

 売上高合計 16,199,250 20,496,308

売上原価   

 完成工事原価 12,685,980 16,401,209

 付帯事業売上原価 1,554,789 1,145,981

 売上原価合計 14,240,770 17,547,191

売上総利益   

 完成工事総利益 1,609,901 2,595,207

 付帯事業総利益 348,578 353,909

 売上総利益合計 1,958,480 2,949,117

販売費及び一般管理費 1,534,112 1,490,015

営業利益 424,367 1,459,102

営業外収益   

 受取利息 671 842

 受取配当金 109,018 117,547

 持分法による投資利益 31,180 10,386

 その他 8,045 4,850

 営業外収益合計 148,915 133,626

営業外費用   

 支払手数料 1,691 2,236

 その他 100 699

 営業外費用合計 1,792 2,936

経常利益 571,490 1,589,792

特別利益   

 固定資産売却益 81,995 0

 特別利益合計 81,995 0

特別損失   

 固定資産売却損 － 406

 固定資産除却損 3,418 61,968

 特別損失合計 3,418 62,374

税金等調整前四半期純利益 650,068 1,527,418

法人税、住民税及び事業税 130,965 120,896

法人税等調整額 116,781 429,513

法人税等合計 247,747 550,409

四半期純利益 402,320 977,009

非支配株主に帰属する四半期純利益 43,743 22,517

親会社株主に帰属する四半期純利益 358,577 954,491
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
　至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
　至 平成27年６月30日)

四半期純利益 402,320 977,009

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 406,935 1,074,532

 退職給付に係る調整額 19,805 15,002

 持分法適用会社に対する持分相当額 5,370 6,467

 その他の包括利益合計 432,111 1,096,002

四半期包括利益 834,432 2,073,011

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 779,335 2,036,362

 非支配株主に係る四半期包括利益 55,096 36,649
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

 

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）、「連結財務諸表に関する会計基準」

（企業会計基準第22号　平成25年９月13日）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年

９月13日）等を、当第１四半期連結会計期間から適用し、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配

株主持分への表示の変更を行っております。

　当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期連結財務諸

表及び連結財務諸表の組替えを行っております。
 

 

（表示方法の変更）

     

（四半期連結損益計算書）

従来、「営業外収益」に計上しておりました「社宅料」につきましては、借上社宅制度の利用者増加等に伴い、

金額的な重要性が増加傾向にあり、当該制度の費用負担の実態を明確かつ損益区分をより適切に表示するため、当

第１四半期連結会計期間より、「売上原価」、「販売費及び一般管理費」から控除する方法に変更しております。

この表示方法の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表の組替えを行っており

ます。この結果、前第１四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書において、売上総利益が20,464千円、営業利

益が28,853千円それぞれ増加しております。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

 

偶発債務(保証債務)

下記の金融機関等からの借入等に対し債務保証を行っております。

 
前連結会計年度

(平成27年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年６月30日)

(銀行借入金保証)   

従業員(住宅融資制度) 117,991千円 110,229千円

       計 117,991 110,229
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

 

売上高の季節的変動

前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自 

平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

当社グループの売上高は、土木事業及び建築事業において、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連結会計

期間に集中しているため、第１四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に比べ、第４四半

期連結会計期間の売上高が著しく多くなるといった季節的変動があります。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

減価償却費 191,073千円 200,828千円
 

 

(株主資本等関係)

 

前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年６月25日
定時株主総会

普通株式 855,100 24 平成26年３月31日 平成26年６月26日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月24日
定時株主総会

普通株式 1,065,863 30 平成27年３月31日 平成27年６月25日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成26年４月１日 至 平成26年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：千円)

 報告セグメント
その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

四半期連結損益

計算書計上額

（注３） 土木事業 建築事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 9,893,525 4,402,356 14,295,882 1,903,368 16,199,250 ― 16,199,250

セグメント間の

内部売上高又は振替高
― 52,657 52,657 84,398 137,055 △137,055 ―

計 9,893,525 4,455,013 14,348,539 1,987,766 16,336,306 △137,055 16,199,250

セグメント利益又は損失

（△）
315,526 △15,522 300,003 120,688 420,692 3,674 424,367

 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、鉄道関連製品の製造及び販売、不

動産賃貸事業並びに環境事業等を含んでおります。

２ セグメント利益又は損失の調整額3,674千円は、セグメント間取引消去1,665千円及び固定資産の未実現損益

の調整額2,009千円であります。

３ セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成27年４月１日 至 平成27年６月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：千円)

 報告セグメント
その他

（注１）
合計

調整額

（注２）

四半期連結損益

計算書計上額

（注３） 土木事業 建築事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 13,644,342 5,352,075 18,996,417 1,499,891 20,496,308 ― 20,496,308

セグメント間の

内部売上高又は振替高
― 24,835 24,835 118,988 143,823 △143,823 ―

計 13,644,342 5,376,910 19,021,253 1,618,879 20,640,132 △143,823 20,496,308

セグメント利益 1,074,290 257,634 1,331,924 123,393 1,455,317 3,784 1,459,102
 

(注) １ 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、鉄道関連製品の製造及び販売、不

動産賃貸事業並びに環境事業等を含んでおります。

２ セグメント利益の調整額3,784千円は、セグメント間取引消去1,665千円及び固定資産の未実現損益の調整額

2,119千円であります。

３ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年４月１日
至 平成26年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日)

１株当たり四半期純利益 10円08銭 26円93銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 358,577 954,491

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(千円)

358,577 954,491

普通株式の期中平均株式数(千株) 35,585 35,448
 

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年８月７日

東鉄工業株式会社

取締役会  御中

　

有限責任 あずさ監査法人
 

　

指定有限責任社員
 公認会計士    北 川   健 二     印

業 務 執 行 社 員
 

　

指定有限責任社員
 公認会計士   阿 部   與 直     印

業 務 執 行 社 員
 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東鉄工業株式会

社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成27年４月１日から平成

27年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年４月１日から平成27年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東鉄工業株式会社及び連結子会社の平成27年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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